（別紙）

茨城県庁内保育所運営業務委託に係る質問書

商号又は名称 ：

担当者名 　　：

連 絡 先 　　：

（E-mail）
	質問内容

	主題：

内容：

	回答内容

	


（様式第１号）

プロポーザル提出書

                                                 　　　　　　　　令和　  年　  月 　 日
    地方職員共済組合茨城県支部　支部長　大井川和彦 殿
  　（総務事務センター扱い）
                                     　 住　　　　所
                                     　 商号又は名称　
        　　　　　　                    代表者氏名  
  令和７年11月12日付けで公告のあった下記業務につきまして、プロポーザルを提出します。
記
１  業務名称　　茨城県庁内保育所運営業務委託
２  本プロポーザルの記載責任者及び連絡先
	氏名（ふりがな）
	

	所　　　　　属
	

	電　話　番　号
	

	Ｆ Ａ Ｘ 番 号
	

	Ｅ－ｍａｉｌ
	


（様式第１号の２）
プロポーザルの提出者に要求される資格要件に係る証明書

令和　　年　　月　　日　
　地方職員共済組合茨城県支部　支部長　大井川和彦　殿
（総務事務センター扱い）





所　在　地





商号又は名称





代表者氏名
　令和７年11月12日付けで公告のあった「茨城県庁内保育所運営業務委託」について、下記の書類を添えてプロポーザルの提出者に要求される資格要件をすべて満たす者であることを証明します。

記

１　法人等の登記簿謄本（発行から３か月以内のもの、個人の場合は戸籍抄本）
２　法人等の理事、役員当名簿（氏名、役職名、職歴を記載したもの）
３　主な出資者等の氏名（出資率が５％を超えている者全て）
４　保育・託児施設の運営実績を記載した書面（施設名称、所在地、開所年月日、総面積、主要設備（浴室、幼児用トイレ等）、年齢別の定員、職員数（保育士等の内訳を記載する）令和７年４月１日現在で作成すること。様式は自由とする。
５　過去３年間の損益計算書若しくは資金収支計算書
６　直近の決算期における財務諸表及び事業報告書若しくは営業報告書
７　納税証明書
（１）茨城県納税証明書
（２）法人税、消費税及び地方消費税納税証明書
８　誓約書（様式第１号の３）
※上記２〜６については、要求項目の記載があれば既存の資料で構わない。
（様式第１号の３）


誓　　約　　書
令和　　年　　月　　日　
　地方職員共済組合茨城県支部　支部長　大井川和彦　殿
（総務事務センター扱い）





所　在　地　　





商号又は名称　





代表者氏名　　
　令和７年11月12日付けで公告のあった「茨城県庁内保育所運営業務委託」への参加にあたり、下記のとおり誓約いたします。
記

１　地方自治法施行令（昭和22 年政令第16 号）第167 条の４第１項の規定に該当していない者
及び同条第２項の規定に基づく茨城県の入札参加の制限を受けていない者であること。
２　会社更生法（平成14 年法律第154 号）に基づく更生手続開始の申立て及び民事再生法（平成
11年法律第225号）に基づく再生手続開始の申立てがなされていない者であること。
３　茨城県暴力団排除条例（平成22年茨城県条例第36号）第２条第１号から第３号までに規定する者でないこと。
